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そ

係団体代表者による産

の

業交流会議を開催し
、

他

ビジョン改訂の準備を

　

進めました。

Ａ：成果

】

があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

産業

種

活性化ビジョンの推進

類

及び改訂事業

経済部　

ハ

産業振興課

01－07 ー0102－89000 ド0 ○ ●

04 基本目標４

ソ

　　活力とにぎわいに

フ

満ちたまち
総合計画の

ト

01 ①〈持続可能〉　

根

産業の発展を持続させ

拠

る
位置付け

01 1 産

法

業の持続的な発展に向

令

けて、基本的な理念と

等

戦略を確立する

市民、対 事業者 平成１３年度 象 ～ 平成２１年度

□ □

・

□ □ 商工会議所等産業

受

団体

「産業活性化ビジ

益

ョン」を改訂すること

者

により、商・工・農・

事

産業活性化のため、各

業

産業分野の計画を具現

期

化する「産業活性
漁業

間

の横断的な産業振興策

委

が実施されています。

託

化ビジョン」を改訂し

、

ます。

産業活性化ビジ

協

ョン改訂進捗率 ％

H1

働

9：（庁内推進検討会

【

議）10％、H20：

委

（庁内推進検討会議・

託

庁外検討会議等）30

：

％、H21：庁内推進

3

検討会議・庁外検討会

セ

議、庁議等）60％

1

ク

0 40 100

5 36

産

・

業活性化ビジョン実施

財

計画事業平均評価（５

団

段階評価）

4 4 4

3.

企

95 3.8

①：予定ど

業

おり

改訂平塚産業活性

Ｎ

化ビジョンの策定に向

Ｐ

けて部内会議、庁内ワ

Ｏ

ーキング会議、及び関
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位

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 4,200 0 0 0

0

策

0 0 4,200 0 0 0

へ

－ － －

0.00 0.6

の

8 0.68 0.93 0

貢

.00 0.00 0.0

献

0

0.00 0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0 0.00 0.00

0

民

5,706 5,706

満

7,772 0 0 0

0 5

足

,706 5,706 1

度

1,972 0 0 0

○ ○

を

○ ○ ○ ● ○

高める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

現産業活性化ビジョン

出

は策定後８年が経過し

総

ており、現
●■ 在の社

合

会経済状況に対応でき

評

る改訂産業活性化ビジ

価

ョン

□ の策定の必要性

市

が高くなっています。

民

○
□
□ 改訂産業活性化

ニ

ビジョンを策定して、

ー

産業の持続的発展
●□

ズ

をめざすことは、産業

高

振興の観点から有効で

事

す。

■ ○
□
■ 改訂産業

業

活性化ビジョンの策定

目

に向けた事業展開を図

的

る
○

□ ことは産業振興

の

施策上の妥当性が高い

達

。
●

□
○

□
□ 改訂産業

成

活性化ビジョンの策定

状

にあたっては、商工会

況

議
○

□ 所、商店会、工

必

業会等関係団体のノウ

要

ハウを参考にしな
●

■

性

がら行っており効率的

市

です。
○

□

経済関係団

の

体や学識経験者の意見

関

を聴きながら、庁内組

与

織による会議を通じて

の

、平成２１年度中に「

必

改訂平塚産業活性化ビ

要

ジョ
ン」を完成させま

性

す。

現ビジョンの推進

低

現ビジョンの推進現ビ

事

ジョンの推進

、新ビジ

そ

ョンへの、新ビジョン

の

へ向

改訂準備 けた改訂

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｂ：おおむね成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

各産業ごとに現行の産業活性化ビジ 改訂平塚産業活性化ビジョンの策定
ョンの推進会議を開催し、各事業展 に向けて部内会議、庁内ワーキング
開を図った。現行の産業活性化ビジ 会議、及び関係団体代表者による産
ョンの改訂のため部内で検討会議を 業交流会議を開催し、ビジョン改訂
開催し、改訂の準備を進めた。 の準備を進めました。

庁内外の検討委員会を早期に発足し 経済関係団体や学識経験者の意見を
、改訂に

５

向けた作業を推進する

.

。 聴きながら、庁内組

事

織による会議を
通じて

業

、平成２１年度中に「

展

改訂平
塚産業活性化ビ

開

ジョン」を完成させ
ま

の

す。

－ 現状の規模で継

経

続 終了

産業活性化のた

緯

め、各産業分野の計
画

平

を具現化する「産業活

成

性化ビジョ
ン」を改訂

1

する。

－ 実施計画事業

8

－

年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

農地

種

流動化促進事業

農業委

類

員会事務局　農業委員

ハ

会事務局

01－060 ー103－120000 ド○ ●

04 基本目標４　

ソ

　活力とにぎわいに満

フ

ちたまち
総合計画の

0

ト

1 ①〈持続可能〉　産

根

業の発展を持続させる

拠

位置付け
01 1 産業

法

の持続的な発展に向け

令

て、基本的な理念と戦

等

略を確立する

農業経営

対

基盤強化促進法

農業者象

□ □ □ □

農地の貸し借

・

りを周知し、経営規模

受

拡大を目指す農家に対

益

し農 農地の遊休化防止

者

・解消のため、農家双

事

方の間に入って貸し借

業

地の集積を図ることに

期

より、遊休農地の発生

間

が防止・解消され りな

委

どを行います。
ていま

託

す。

農地流動化リーフ

、

レット配布部数 部

－

3

協

,200 3,200 3

働

,200 3,200 3

【

,200 3,200

3

委

,200 3,200

農

託

地の新規集積面積 ha

：

－

7 7 7 7 7 7

6.6

3

6.8

①：予定どおり

セ

農業委員の農地パトロ

ク

ールでの耕起指導及び

・

リーフレット配布によ

財

る啓発活動、借り手の

団

掘り起こしにより、貸

企

し借りの実績値
が向上

業

しました。

Ａ：成果が

Ｎ

あがった

ＰＯ
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位

修などへ会議・研修等

施

への会議・研修等への

策

会議・研修等への

の参

へ

加、リーフレの参加、

の

リーフレの参加、リー

貢

フレ参加、リーフレッ

献

参加、リーフレッ参加

高

、リーフレッ

ット配布

市

ット配布 ット配布 ト配

民

布 ト配布 ト配布

0 0 0

満

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

足

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

度

0 0 0 0 0

0 343 3

を

34 284 284 28

高

4 284

0 343 33

め

4 284 284 284

る

284

－ － －

0.00

方

2.50 2.50 2.

策

50 2.50 2.50

業

2.50

0.00 0.

有

00 0.00 0.00

効

0.00 0.00 0.

性

00

0 20,978 2

継

0,978 20,89

続

0 20,890 20,

に

890 20,890

0

よ

21,321 21,3

る

12 21,174 21

成

,174 21,174

果

21,174

● ○ ○ ○

向

○ ○ ○

市は、国・県の

上

支援のもと計画に基づ

の

いた解消対策を実施す

可

ることになりますが、

能

農業委員会においても

性

法に基づいた農地の貸

低

し借りを促進していき

そ

ます。

農地の所有から

の

利用への転換について

他

周知をするとともに、

事

農地の面的集積を図り

業

ます。

穀物生産の減少

の

が及ぼした世界規模で

目

の食料価格の高騰
、ま

的

た国内に目を向けると

､

食料自給率の低下が問

対

題化さ
れ、更に環境面

象

においては、農地の持

､

つ多面的機能の活
用な

内

ど、農業を取巻く環境

容

は激しく変革してきて

分

います
。このような中

高

、農地の流動化をもっ

受

て優良農地の保全
を図

益

ることが重要であり、

者

事業を継続していきま

負

す。

担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

法規定により、農地の

出

借り手が農業者に限定

総

されている
●□ こと、

合

また貸借の計画の決定

評

等については行政が行

価

うこ

■ ととされていま

市

す。 ○
□
□ 継続的な活

民

動をもって経営規模拡

ニ

大を目指す農家に農地

ー

●□ の利用集積を行う

ズ

ことが、増加傾向にあ

高

る遊休農地の発

■ 生防

事

止、解消につながりま

業

す。 ○
□
■ 食料自給率

目

の低下、多面的機能を

的

持つ農地の保全を図る

の

●
□ には、農地の所有

達

、利用が限定されてい

成

る農業者への啓
○

□ 発

状

活動が不可欠です。
○

況

□
□ 農地台帳が整備さ

必

れたことに伴い、農業

要

経営体の詳細把
●

■ 握

性

により集積対象者の絞

市

込みが図られ、効率的

の

な処理が
○

□ 可能とな

関

りました。
○

□

平成1

与

9年に農地政策の展開

の

方向について「農地に

必

関する改革案と工程表

要

」が示され、農地の面

性

的集積を推進すること

低

となりまし
たが、農地

事

の所有から利用への転

そ

換についての周知徹底

の

が求められています。

他

会議・研修などへ会議

上

・研修などへ会議・研
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

農業委員の農地パトロールでの耕起 農業委員の農地パトロールでの耕起
指導及びリーフレット配布による啓 指導及びリーフレット配布による啓
発活動、借り手の掘り起こしにより 発活動、借り手の掘り起こしにより
、貸し借りの実績値が向上した。 、貸し借りの実績値が向上しました

。

平成19年に農地政策の展開方向につ 平成19年に農地政策の展開方向につ
いて「農地に関する改革案と工程表 いて「農地に関する改革案と工

５

程表
」が示され、農地

.

の面的集積を推進 」が

事

示され、農地の面的集

業

積を推進
することとな

展

ったが、農地の所有か

開

することとなりました

の

が、農地の所
ら利用へ

経

の転換についての周知

緯

徹底 有から利用への転

平

換についての周知
が求

成

められる。 徹底が求め

1

られています。

－ 現状

8

の規模で継続 現状の規

年

模で継続

農地の所有か

度

ら利用への転換につい

事

農地の所有から利用へ

業

の転換につい
て周知を

分

するとともに、農地の

平

面的 て周知をするとと

成

もに、農地の面的
集積

1

を図る。 集積を図りま

9

す。

－ 実施計画事業 実

年

施計画事業

度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への


